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　工事検査の結果
1)　総括

 　和歌山県においては、工事目的物が契約図書に定められた出来形や品質を確保しており、

　 発注者としてこれを受け取り、その代価を支払って良いことを確認するために、厳正かつ的確

　　 な工事検査を実施しています。併せて、受注者の適正な評価及び育成指導、並びに品質の

向上に努めています。

　 また、工事検査の種類には、完成を確認する完成検査以外にも、工事途中で行う出来高

　 検査及び中間検査や、県工事に伴う測量調査設計等の業務検査があるほか、市町村等が国

　 又は県から補助金等を受けて施行する補助工事の適正な完成を確認する現地調査があり、

これらの工事検査の総件数は令和３年度で４，１１７件（工事検査２，６４５件、業務検査１，３３４

件、現地調査１３８件）となっています。

　検査の結果については、合格のほか、修補指示及び中止があり、令和３年度はそれぞれ

１件と１件が外数としてあります。

　 　 なお、検査員は検査の中で受注者等に対し、注意喚起や技術指導のための助言や指示

（「指示事項」と言う）を行っており、令和３年度の指示事項の内容は次頁のとおりです。

　 工事検査を通じて、公共工事の品質を確保し、良質な社会資本の整備を進めるとともに、

受注者の技術力の向上を図っていくこととしています。

　【　令和３年度の工事検査における主な指示事項（口頭指導）の例　】　

○提出書類の不備

・施工計画書　変更施工計画書の不備、施工方法の不備、施工管理計画の不備

・下請契約　　 契約書類・下請検査書類・施工体制台帳の不備　 　

・建設廃棄物　契約書等（マニフェスト含む）・廃棄物運搬車表示等の不備

・提出書類　　 起工測量・設計照査資料の未提出

・使用材料　　品質証明資料の不備

　 ○写真の整備及び撮影要領不適切

・撮影の不備（黒板・測定値が不明瞭・撮り忘れ等）

・盛土・埋戻工の管理の不備

・ブロック積工の管理の不備（丁張・施工状況等）

・鉄筋工の管理の不備（かぶり等組立状況）

・写真帳・黒板の誤記

○コンクリート

・打設状況の不適切　投入高さの確認・締固め状況等

・養生の不適切　散水状況・養生マットの使用・養生期間・早期脱型後の養生

・管理不備　　　 受入時の試験結果の判読性

○アスファルト舗装

・管理の不備　　温度管理・開放温度・密度・出来形管理の不備

○現場掲示　　現場組織表・緊急時の連絡先・作業主任者の不掲示

○使用材料の保管不適切　　鉄筋・二次製品

○後片付け不適切　　セパ・番線の撤去、現場清掃
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・出来形・品質管理  出来形成果表の不備（記載漏れ等）、出来形・品質管理資料の不備



　　令和３年度工事検査における指示事項（口頭指導）一覧
土木工事

土木工事 農林水産土木工事

件数 件数

1 変更施工計画書の不備 38 3 41

2 現場組織表の不備 26 0 26

3 指定機械の不備 3 0 3

4 主要船舶・機械の不備 2 1 3

5 主要資材の不備 1 0 1

6 施工方法の不備 71 5 76

7 施工管理計画の不備 34 8 42

8 安全管理の不備 37 7 44

9 その他の記載事項の不備 4 2 6

10 現場との不一致 14 0 14

11 その他 53 8 61

12 契約書類の不備 19 0 19

13 下請検査書類の不備 76 6 82

14 施工体制台帳の不備 22 1 23

15 その他 39 1 40

16 契約書等(ﾏﾆﾌｪｽﾄ含む)の不備 17 2 19

17 処分場の受入伝票等の不備 2 0 2

18 廃棄物運搬車の表示等の不備 69 1 70

19 廃棄物運搬車の過積載関連の不備 2 0 2

20 その他 39 1 40

21 ブロック積工の管理の不備(丁張、施工状況等) 1 0 1

22 盛土工の管理の不備(巻出厚等) 2 1 3

23 撮影不良(黒板･測定値が不明瞭等) 20 0 20

24 写真不足(撮り忘れ等) 119 14 133

25 写真の不整合(黒板誤記、展開図不整合等) 10 0 10

26 鉄筋工の管理の不備(材料検収・組立等) 2 0 2

27 その他写真管理の不備(整理等) 118 1 119

28 出来形成果表の不備(記載漏れ等) 141 8 149

29 出来形・品質管理の不備 192 16 208

30 起工測量・設計照査資料の不備 50 7 57

31 資格証等の不備 13 0 13

32 内容の不備 242 8 250

33 未提出 235 32 267

7 34 建設機械に関する資料の不備 5 0 5

35 材料の保管状況の不適切 42 1 43

36 その他書類の不備(品質証明資料等) 37 4 41

37 打設状況の不適切(打設・打継状況等) 34 9 43

38 養生の不適切 20 3 23

39 破壊試験に関する不備 35 3 38

40 管理の不備(受入時試験等品質管理) 24 1 25

41 温度管理の不備 7 0 7

42 ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤に関する不備 3 0 3

43 管理の不備(密度・出来形管理等) 22 2 24

44 施工不良 5 0 5

45 クラックの補修 2 1 3

46 その他不具合の補修 11 2 13

47 施工に関する検査員からの指導 16 0 16

48 現場組織表の不掲示 22 1 23

49 建設業許可票の不掲示 6 0 6

50 作業主任者の不掲示 15 1 16

51 施工体系図の不掲示 17 1 18

52 その他掲示物の不備 21 1 22

53 作業主任者の選任に関する不備 4 0 4

54 刈払機・ﾁｪﾝｿｰの使用に関する資料の不備 6 0 6

55 その他安全管理の不適切 47 4 51

14 56 提出資料の不備 22 3 25

15 57 後片付けが不適切 3 0 3

16 58 検査立会の不備等 6 1 7

2,145 171 2,316

土木工事(県土整備部所掌の農道工事を含む）農林水産土木工事 (県土整備部所掌の農道工事を除く。)
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　    令和３年度 工事検査 における指示事項一覧 (軽微な整備を必要とするもの)　

建築工事 電気・機械設備工事

1 工程把握の不十分 0 1 工程把握の不十分 0

2 安全対策の不履行及び不十分 1 2 安全対策の不履行及び不十分 0

3 指導及び施工対策の不適格 0 3 指導及び施工対策の不適格 0

4 管理関係資料の不備 68 4 管理関係資料の不備 127

5 写真の整備及び撮影要領不適切 17 5 写真の整備及び撮影要領不適切 4

6 設計書及び仕様事項と不適合 1 6 設計書及び仕様事項と不適合 0

7 現場管理の不適切 8 7 現場管理の不適切 5

8 杭打施工の不適切 0 8 材料又は機器の品質規格の不適合 0

9 栗石出来形寸法の不足施工の不備 0 9 材料、機器の試験記録不備(現地試験含む) 20

10 型枠出来形寸法の不足 0 10 設計数量と不一致 0

11 鉄筋加工の不適正 0 11 設計品質と不一致 0

12 配筋の不適正 0 12 設計規格と不一致 0

13 補強筋の施工不備 0 13 設計勾配と不一致 0

14 コンクリートの設計基準強度に基づく調合不適切 0 14 仕上り寸法が過大又は不足 0

15 養生の不適切 0 15 管の接続・支持固定締の不良及び部品の不足 0

16 強度の不良 0 16 配管貫通部分の防露保温保冷等及び施工の不適正 0

17 クラック発生及び破損 0 17 配管間隙・距離の不適正 0

18 その他施工又は仕上がりの不良 2 18 配管埋設箇所の浸水腐食等の配慮不足 0

19 部材寸法不足 0 19 BOXの絶縁不良 0

20 ボルト又はリベット品質規格の不適切 0 20 梁壁貫通部分部分の後仕舞処理不良 0

21 ボルト又はリベット締め付けの不足 0 21 配管の流入方向表示の不備 0

22 溶接合の不良 0 22 配管施工の不適正 3

23 ブレーシング締付け不足 0 23 配管及び布設不適正 3

24 部材表面処理の不適切 0 24 施工間隙不適正 0

25 防錆塗料の不良 0 25 接続部の仕上げ処理不適正 0

26 その他施工の不良 0 26 保護の不備又は不適正 1

27 コンクリートブロック品質規格の不適合 0 27 引き込み取付高さ不足 0

28 C・B積施工技術の不良 0 28 表示不備 2

29 C・B積配筋定着不適切 0 29 配分電盤据付及び取付の不適正 0

30 臥梁とC・Bの定着不適正又は寸法不足 0 30 機器の据付又は取り付けの不適正 2

31 下地調整の不良 0 31 灯具の取付又は点灯不備 0

32 隅角末端施工の不良 0 32 取り合わせ不良 0

33 材料品質の不適合 0 33 機器運転不良・燃焼不良 0

34 材料の欠損 0 34 保護保安装置の不良 0

35 床水勾配の不良 0 35 水槽オーバーフロー管の防虫網取付不備 0

36 材料品質規格の不適合 0 36 機器その他必要材料の取り付け不備 2

37 出来形寸法の不足 0 37 施工・埋設の不適切 0

38 構造金物の出来形寸法の不足 0 38 接地抵抗不良 0

39 施工の不良 0 39 特殊工事・特殊排水消毒設備その他の施工不良 0

40 材料品質規格の不適合 0 40 塗装の出来形不足又は不良 1

41 材料寸法及び出来形寸法の不足 0 41 その他出来形不足 0

42 雨仕舞施工の不良 0 42 その他の施工不良 0

43 取付金物の不足 0 43 工事の跡片付け不十分 0

44 材料品質規格の不適合 0 170

45 手摺等の出来形寸法不足 0

46 施工の不良又は不足 0

47 材料品質規格の不適合 0

48 床壁仕上げの不陸又は勾配の不適切 0

49 その他施工の不足及び不良 0

50 材料品質規格の不適合 0

51 出来形寸法の不足 0

52 建込み施工の不良 0

53 養生の不足 0

54 付属金物の取り付け及び調整の不足 0

55 材料品質規格の不適合 0

56 出来形寸法の不足 0

57 付属金物の取り付け及び調整の不足 0

58 材種の不適合 0

59 材料寸法の不足 0

60 下地調整の不良 1

61 出来形不足と施工の不良 2

62 材料品質規格の不適合 0

63 施工の不良 1

64 取付備品等製品の品質規格寸法の不適合 0

65 排水材料品質寸法の不適合 0

66 排水施工の不足及び不良 0

67 舗装等出来型の不足 0

68 工事の跡片付け不十分 1

102
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（６）工事等の施工 施工管理・共通仕様書等 ●工事必携・共通特記仕様書・委託必携
＞ 新〕土木請負工事必携及び提出書類様式 に掲載されています。
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起工測量・現地調査

○ 起工測量

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-31頁）
１－１－１－３８ 工事測量

１．一般事項

受注者は、工事着手後直ちに測量を実施し、測量標（仮BM）、工事用多角点の設置及び用地境

界、中心線、縦断、横断等を確認しなければならない。測量結果が設計図書に示されている数値と差

異を生じた場合は監督員に測量結果を速やかに提出し指示を受けなければならない。

なお、測量標（仮BM）及び多角点を設置するための基準となる点の選定は、監督員の指示を受け

なければならない。また受注者は、測量結果を監督員に提出しなければならない。

ＰＯＩＮＴ（測量結果をもとに、施工計画書に現場の状況を反映させることが望ましい）

○ 現地照査

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-5頁）
１－１－１－３ 設計図書の照査等

２. 設計図書の照査

受注者は、施工前及び施工途中において、自らの負担により契約書第１８条第１項第１号か

ら第５号に係る設計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督員にその事実が確認

できる資料を書面により提出し、確認を求めなければならない。

なお、確認できる資料とは、現地地形図、設計図との対比図、取合い図、施工図等を含むも

のとする。また、受注者は、監督員から更に詳細な説明または書面の追加の要求があった場合

は従わなければならない。

施工計画書の作成

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-6頁）
１－１－１－４ 施工計画書

１. 一般事項

受注者は、工事着手前又は施工方法が確定した時期に工事目的物を完成するために必要な手順

や工法等についての施工計画書を監督員に提出しなければならない。

受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工にあたらなければならない。

この場合、受注者は、施工計画書に以下の事項について記載しなければならない。

また、監督員がその他の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。

ただし、受注者は維持工事等簡易な工事においては監督員の承諾を得て記載内容の一部を省略

することができる。

（１）工事概要

～ 略

（15）その他
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施工計画書の記載事項（安全管理）

○ 作業主任技術者

《関係法令・図書等》労働安全衛生法
（作業主任者）

第十四条 事業者は、高圧室内作業その他の労働災害を防止するための管理を必要とする作業で、

政令で定めるものについては、都道府県労働局長の免許を受けた者又は都道府県労働局長の登

録を受けた者が行う技能講習を修了した者のうちから、厚生労働省令で定めるところにより、

当該作業の区分に応じて、作業主任者を選任し、その者に当該作業に従事する労働者の指揮そ

の他の厚生労働省令で定める事項を行わせなければならない。

《関係法令・図書等》労働安全衛生規則
（作業主任者の職務の分担）

第十七条 事業者は、別表第一の上欄に掲げる一の作業を同一の場所で行なう場合において、当

該作業に係る作業主任者を二人以上選任したときは、それぞれの作業主任者の職務の分担を定

めなければならない。

○ 安全教育・訓練

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-18～21頁）
１－１－１－27 工事中の安全確保

1１．定期安全研修・訓練等

受注者は、工事着手後、作業員全員の参加により月当たり、半日以上の時間を割当て、以下の各

号から実施する内容を選択し、定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなければならない。

なお、作業員全員の参加が困難な場合は、複数回に分けて実施することもできる。

（1）安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育

（2）当該工事内容等の周知徹底

（3）工事安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底

（4）当該工事における災害対策訓練

（5）当該工事現場で予想される事故対策

（6）その他、安全・訓練等として必要な事項

１２．.施工計画書への記載

受注者は、工事の内容に応じた安全教育及び安全訓練等の具体的な計画を作成し、施工計画書

に記載しなければならない。

施工計画書の変更
【関連指示事項 No.35～37】

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-6頁）
１－１－１－４ 施工計画書

２.変更施工計画書

受注者は、施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合（工期及び数量等の軽微な変更は除

く）には、その都度当該工事に着手する前に変更に関する事項について、変更施工計画書を監

督員に提出しなければならない。

※現場組織表に変更が生じた場合は、変更が必要



- 3 -

工事材料の保管

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 2-1頁）
第２節 工事材料の品質

５.材料の保管

受注者は、工事材料を使用するまでにその材質に変質が生じないよう、これを保管しなけれ

ばならない。なお、材質の変質により工事材料の使用が、不適当と監督員から指示された場合

には、これを取り替えるとともに、新たに搬入する材料については、再度確認を受けなければ

ならない。

○ 鉄筋の貯蔵

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-71頁）
１－３－７－２ 貯蔵

受注者は、鉄筋を直接地表に置くことを避け、倉庫内に貯蔵しなければならない。また、屋外

に貯蔵する場合は、雨水等の侵入を防ぐためシート等で適切な覆いをしなければならない。

＜ＰＯＩＮＴ＞

適切な覆いとは、土中水分の影響を排除する事も必要。「覆」⇒「包」のイメージ

立会確認の手続き

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 3-1～3頁）
３-１-１-４ 監督員による確認及び立会等

１．立会願（工事打合簿）の提出

受注者は設計図書に従って監督員の立会が必要な場合は、あらかじめ立会願（工事打合簿）を監督

員に提出しなければならない。

２．監督員の立会

監督員は、必要に応じ、工事現場または製作工場において立会し、または資料の提出を請求できる

ものとし、受注者はこれに協力しなければならない。

３．確認、立会の準備等

受注者は、監督員による確認及び立会に必要な準備、人員及び資機材等の提供並びに写真その他

資料の整備をしなければならない。

なお、監督員が製作工場において確認を行なう場合、受注者は監督業務に必要な設備等の備わった

執務室を提供しなければならない。

４．確認及び立会の時間

監督員による確認及び立会の時間は、監督員の勤務時間内とする。ただし、やむを得ない理由があ

ると監督員が認めた場合はこの限りではない。

５．遵守義務

受注者は、契約書第9条第2項第3号、第13条第2項または第14条第1項もしくは同条第2項の規定に

基づき、監督員の立会を受け、材料の確認を受けた場合にあっても、契約書第17条及び第32条に規定

する義務を免れないものとする。

６.段階確認

段階確認は、以下に掲げる各号に基づいて行うものとする。

（１）受注者は、表3-1-1段階確認一覧表に示す確認時期において、段階確認を受けなければならな

い。

（２）受注者は、事前に段階確認に係わる報告（種別、細別、施工予定時期等）を監督員に提出しなけ

ればならない。また、監督員から段階確認の実施について通知があった場合には、受注者は、段階確
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認を受けなければならない。

（３）受注者は、段階確認に臨場するものとし、監督員の確認を受けた書面を、工事完成時までに監

督員へ提出しなければならない。

（４）受注者は、監督員に完成時不可視になる施工箇所の調査ができるよう十分な機会を提供するも

のとする。

ＰＯＩＮＴ

監督員もしくは発注者支援技術員が、検査員の代わりに、何を確認したのかというエビデンス

が必要。記念写真のような写真数枚というのはダメ、配筋検査等の写真を省略するためのもので

はない。監督員が段階確認した書面を、検査時に検査員がチェックして耐えうるものが必要。

７.段階確認の臨場

監督員は、設計図書に定められた段階確認において臨場を机上とすることができる。この場

合において、受注者は、監督員に施工管理記録、写真等の資料を提示し確認を受けなければな

らない。

表３－１－１ 段階確認一覧表

種 別 細 別 確 認 時 期

指定仮設工 設置完了時

河川・海岸・砂防土工（掘削工） 土（岩）質の変化した時

道路土工（掘削工）

道路土工（路床盛土工） プルーフローリング実施時

舗装工（下層路盤）

表層安定処理工 表層混合処理・路床安定処理 処理完了時

置換 掘削完了時

サンドマット 処理完了時

バーチカルドレーン工 サンドドレーン 施工時

袋詰式サンドドレーン 施工完了時

ペーパドレーン

締固め改良工 サンドコンパクションパイル 施工時

施工完了時

固結工 粉体噴射攪拌 施工時

高圧噴射攪拌 施工完了時

セメントミルク攪拌

生石灰パイル

薬液注入 施工時

矢板工 鋼矢板 打込時

（任意仮設を除く） 鋼管矢板 打込完了時

既製杭工 既製コンクリート杭 打込時

鋼管杭 打込完了時（打込杭）

Ｈ鋼杭 掘削完了時（中堀杭）

施工完了時（中堀杭）

杭頭処理完了時
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場所打杭工 リバース杭 掘削完了時

オールケーシング杭 鉄筋組立て完了時

アースドリル杭 施工完了時

大口径杭 杭頭処理完了時

深礎工 土(岩)質の変化した時

掘削完了時

鉄筋組立て完了時

施工完了時

グラウト注入時

オープンケーソン基礎工 鉄杳据え付け完了時

ニューマチックケーソン基礎工 本体設置前(オープンケーソン)

掘削完了時(ニューマチックケーソン)

土(岩)質の変化した時

鉄筋組立て完了時

鋼管矢板基礎工 打込時

打込完了時

杭頭処理完了時

置換工(重要構造物) 掘削完了時

築堤・護岸工 法線設置完了時

砂防堰堤 法線設置完了時

護岸工 法覆工(覆土施工がある場合) 覆土前

基礎工・根固工 設置完了時

重要構造物 土（岩）質の変化した時

函渠工(樋門・樋管含む) 床掘掘削完了時

躯体工(橋台) 鉄筋組立て完了時

ＲＣ躯体工(橋脚) 埋戻し前

橋脚フーチング工

ＲＣ擁壁

砂防堰堤

堰本体工

排水機場本体工

水門工

共同溝本体工

躯体工 杳座の位置決定時

ＲＣ躯体工

床版工 鉄筋組立て完了時

鋼橋 仮組立て完了時（仮組立てが省略となる場

合を除く）

ポストテンションＴ(Ｉ)桁製作工 プレストレスト導入完了時

プレビーム桁製作工 横締め作業完了時

プレキャストブロック桁組立工 プレストレスト導入完了時

ＰＣホロースラブ製作工 縦締め作業完了時

ＰＣ版桁製作工 ＰＣ鋼線・鉄筋組立完了時（工場製作除く）

ＰＣ箱桁製作工

ＰＣ片持箱桁製作工

ＰＣ押出し箱桁製作工

床版・横組工

地覆工 鉄筋組立て完了時

橋梁用高欄工
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トンネル掘削工 土(岩)質の変化した時

トンネル支保工 支保工完了時（保工変化毎）

トンネル覆工 コンクリート打設前

コンクリート打設後

トンネルインバート工 鉄筋組立て完了時

鋼板巻立て工 フーチング定着アンカー穿孔工 フーチング定着アンカー穿孔完了時

鋼板取付け工、固定アンカー工 鋼板建込み固定アンカー完了時

現場溶接工 溶接前

溶接完了時

現場塗装工 塗装前

塗装完了時

ダム工 各工事ごと別途定める

建設副産物の取組（運搬表示）

《関係法令・図書等》廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
（産業廃棄物の収集、運搬、処分等の基準）

第六条 法第十二条第一項の規定による産業廃棄物（特別管理産業廃棄物以外のものに限るもの

とし、法第二条第四項第二号に掲げる廃棄物であるもの及び当該廃棄物を処分するために処理

したものを除く。以下この項（第三号イ及び第四号イを除く。）において同じ。）の収集、運

搬及び処分（再生を含む。）の基準は、次のとおりとする。

一 産業廃棄物の収集又は運搬に当たつては、第三条第一号イからニまでの規定の例によるほ

か、次によること。

イ 運搬車の車体の外側に、環境省令で定めるところにより、産業廃棄物の収集又は運搬の

用に供する運搬車である旨その他の事項を見やすいように表示し、かつ、当該運搬車に環

境省令で定める書面を備え付けておくこと。

～（略）～

《関係法令・図書等》廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則
（運搬車を用いて行う産業廃棄物の収集又は運搬に係る基準）

第七条の二の二 令第六条第一項第一号イの規定による表示は、次の各号に掲げる区分に従い、

それぞれ当該各号に定める事項を車体の両側面に鮮明に表示することにより行うものとする。

ただし、次項に掲げる者については、この限りでない。

一 事業者 産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である旨及び氏名又は名称

二 市町村又は都道府県 産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である旨及び市町村

又は都道府県の名称

三 産業廃棄物収集運搬業者 産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である旨、氏名

又は名称及び許可番号（下六けたに限る。）

四 法第十五条の四の二第一項の認定を受けた者 産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運

搬車である旨、氏名又は名称及び認定番号

五 法第十五条の四の四第一項の認定を受けた者 産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運

搬車である旨、氏名又は名称及び認定番号

～（略）～
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PowerPoint No.18 下請の検査
《関係法令・図書等》建設業法
（検査及び引渡し）

第二十四条の四 元請負人は、下請負人からその請け負った建設工事が完成した旨の通知を受け

たときは、当該通知を受けた日から二十日以内で、かつ、できる限り短い期間内に、その完成

を確認するための検査を完了しなければならない。

２ 元請負人は、前項の検査によって建設工事の完成を確認した後、下請負人が申し出たときは、

直ちに、当該建設工事の目的物の引渡しを受けなければならない。ただし、下請契約において

定められた工事完成の時期から二十日を経過した日以前の一定の日に引渡しを受ける旨の特約

がされている場合には、この限りでない。

ＰＯＩＮＴ

当初の契約日に注意、変更契約は、工期、請負金額の変更を下請け契約にも反映

元請けの引き取り検査は重要。
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現場掲示
ＰＯＩＮＴ

○ 現場組織表・・・県様式は、主任技術者、現場代理人の顔写真必要

○ 建設業許可票・・下請け業者の許可票掲示は不要となったが、許可要件が不

要ではない。

○ 作業主任一覧表

《関係法令・図書等》労働安全衛生規則
（作業主任者の氏名等の周知）

第十八条 事業者は、作業主任者を選任したときは、当該作業主任者の氏名及びその者に行なわ

せる事項を作業場の見やすい箇所に掲示する等により関係労働者に周知させなければならな

い。

作業主任者を配置する必要のある主な作業

（参考）

１ つり足場、張出し足場又は高さが5m以上の ２ 型わく支保工の組立て又は解体の作業

構造の足場の組立て、解体又は変更の作業

〔型わく支保工の組立て等作業主任者（型わく）〕

〔足場の組立て等作業主任者（足場）〕

３ 掘削面の高さが2m以上の地山の掘削作業や土止めの支保工の切りばり又は腹おこしの取付

け又は取りはずしの作業

〔地山の掘削及び土止め支保工作業主任者（地山掘削・土止め支保工）〕
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○ 建退共制度適用事業主

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-33～35頁）
１－１－１－41 保険の付保及び事故の補償

６．建設業退職金共済制度の履行

受注者は、建設業退職金共済制度に該当する場合は同制度に加入し、その掛金収納書（発注者用）

を工事請負契約締結後原則1ヶ月以内（電子申請方式による場合にあっては、工事請負契約締結後

原則４０日以内）に、発注者に提出しなければならない。

また、工事完成時、速やかに掛金充当実績総括表を作成し、監督員に提示しなければならない。

１－１－２－４ 建設業退職金共済制度に関する掲示について

受注者は、建設業退職金共済制度に関する掲示（図）を現場事務所や工事現場の出入口等、

見やすい場所に掲示すること。（平成13年3月9日付け閣議決定「公共工事の入札及び契約の適

正化を図るための措置に関する指針」）

○ 労災保険関係成立票

《関係法令・図書等》労働者災害補償保険法施行規則
（法令の要旨等の周知）

第四十九条 事業主は、労災保険に関する法令のうち、労働者に関係のある規定の要旨、労災保

険に係る保険関係成立の年月日及び労働保険番号を常時事業場の見易い場所に掲示し、又は備

え付ける等の方法によつて、労働者に周知させなければならない。

《関係法令・図書等》労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則
（建設の事業の保険関係成立の標識）

第七十七条 労災保険に係る保険関係が成立している事業のうち建設の事業に係る事業主は、労

災保険関係成立票（様式第二十五号）を見易い場所に掲げなければならない。

ＰＯＩＮＴ

下請け業者からの、辞退届に関しては次ページに参考様式を添付するので、辞退理由と添付す

べき資料に注意する。（相当古い日付の書類が提出された場合は新しいものに差し替えを求める）

下請け業者が、自己所有する証紙があるとの理由の場合で辞退してきた場合には、保管枚数を

把握するとともに、最終的に工事に従事した作業員に適切に交付された事を確認すべき。
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工事関係書類の整理
○ コリンズ

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-7頁）
１－１－１－５ コリンズ（CORINS）への登録

受注者は、受注時または変更時において工事請負代金額が500万円以上の工事について、工事

実績情報システム（コリンズ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として作成した「登

録のための確認のお願い」をコリンズから監督員にメール送信し、監督員の確認を受けたうえ、受注

時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き10日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から

土曜日、日曜日、祝日等を除き10日以内に、完成時は工事完成後、土曜日、日曜日、祝日等を除き1

0日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録をしなければならない。

登録対象は、工事請負代金額500万円以上（単価契約の場合は契約総額）の全ての工事とし、

受注・変更・完成・訂正時にそれぞれ登録するものとする。

また、登録機関発行の「登録内容確認書」は、コリンズ登録時に監督員にメール送信される。

なお、変更時と工事完成時の間が10日間に満たない場合（土曜日、日曜日、祝日等を除く）は、

変更時の提示を省略できる。

○ 県内調達について

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-35頁）

３.受注者は、以下に該当する場合は、理由を明記した調達調書（様式４－１）を提出しなけれ

ばならない。

（１）県内に本社、本店を有しない建設業者と下請契約を締結。（２次下請以降も全て）。

（２）設計図書に明記された工事材料に県産品建設資材及び県内調達資材以外を使用（設計図

書に明記されていない資材については除く）。

～（様式 略）～

ＰＯＩＮＴ

調達調書は、県外業者と契約する際、県産品以外の材料を使用する際に提出すると読む。

事前に報告しておく事が妥当。

○ 電子納品
ＰＯＩＮＴ

和歌山県ＨＰ 技術調査課開示情報で以下の流れで必要事項を確認して提出すること。
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CALS／ECをクリックするとこの画面が出てくる

※令和４年４月１日以降公告を行う工事から、オンライン電子納品となっている

当該HPの下欄にある「和歌山県県土整備データ共有プラットフォーム」

「プラットフォーム利用マニュアル（受注者用）」を参照）

○ 再生資源利用【促進】実施書

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-13頁）
１－１－１－19 建設副産物

４．再生資源利用計画書 ５．再生資利用促進計画 ⇒施工計画書に含めて提出

６．実施書の提出

受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成した場合には、工事完了後速や

かに実施状況を記録した「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を監督員に提出

しなければならない。
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工事写真の撮影
必携 2葉の2 写真管理基準を参照

2-7撮影の留意事項

撮影箇所一覧表の適用について、次の事項を留意するものとする。

ＰＯＩＮＴ

（１）項目、頻度等が現場内容に合致しない場合の対応方法

（２）不可視部分の出来形管理

（３）撮影箇所がわかりにくい場合の対応方法

（４）撮影箇所一覧表に記載のない工種の場合の対応方法

出来形管理
出来形管理図（品質管理図）の作成

○ 出来形関係図書

《関係法令・図書等》土木工事施工管理基準運用方針（必携 2葉の2 3-5頁）
出来形関係図書の作成要領

出来形管理の考え方

出来形関係図書は工事の進行に伴って順次、実測→記録→整理されるものであるから、工事

着手前に出来形を管理する工種、内容、測定時期等を定めて手順よく実施しなければならない。

特に施工完了後明視できない箇所（埋戻または水没する箇所等）は実測もれのないよう慎重

に実施しなければならない。

ＰＯＩＮＴ
写真の整理方法に関しても、上記との整合を基本として良い。

明細書をベースに整理すべきとの話もあったようだが、概ね施工の流れに沿って整理したほうが

わかりやすい。

●監督員との協議・・・勝手に基準を設定して「ばらつき管理を行わない」

《関係法令・図書等》土木工事施工管理基準（必携 2葉の2 1頁目）

２．適 用

この管理基準は、和歌山県が発注する土木工事について適用する。ただし、設計図書に明示

されていない仮設構造物等は除くものとする。また、工事の種類、規模、施工条件等により、

この管理基準によりがたい場合、または、基準、規格値が定められていない工種については、

監督員と協議の上、施工管理を行うものとする。

●監督員との協議のPOINT
≫監督員評定 別紙４④（1）から抜粋

① 出来形の評定は、工事全般を通じて評定するものとする。

② 出来形とは、設計図書に示された工事目的物の形状及び寸法をいう。

③ 出来形管理とは、「土木工事施工管理基準」の測定項目、測定基準及び規格値に基づき所定

の出来形を確保する管理体系であるが、当該管理基準によりがたい場合等については、監督

員と協議の上で出来形管理を行うものである。

④ 評価した工種名を必ず記述しておくこと。（考査項目 Ⅰ．出来形の下の空欄）
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○ 出来形成果表・出来形管理図（品質管理図）

《関係法令・図書等》土木工事施工管理基準（必携 2葉の2 2～3頁目）
５． 管理項目及び方法

（２） 出来形管理

受注者は、出来形を出来形管理基準に定める測定項目及び測定基準により実測し、設

計値と実測値を対比して記録した出来形管理図表を作成し管理するものとする。ただし、

測定数が１０点未満の場合は、出来型成果表のみとし、出来型図の作成は不要とする。

なお、測定基準において測定箇所数「○○につき１箇所」となっている項目について

は、小数点以下を切り上げた箇所数測定するものとする。

（３） 品質管理

受注者は、品質を品質管理基準に定める試験項目、試験方法及び試験基準により管理

するものとする。ただし、測定数が１０点未満の場合は、品質管理表のみとし、管理図

の作成は不要とする。

この品質管理基準の適用は、試験区分で「必須」となっている試験項目は、全面的に

実施するものとする。

また､試験区分で｢その他｣となっている試験項目は､特記仕様書で指定するものを実施

するものとする｡

７．その他

（３）３次元データによる出来形管理

ＩＣＴ施工において、３次元データを用いた出来形管理を行う場合は、「３次元計測技術を用

いた出来形管理要領（案）」の規定によるものとする。

土工・路盤工等の転圧・締固め管理

●盛土全般と路体盛土
１．一層の仕上り厚

一層の仕上り厚を30㎝以下

２．狭隘箇所等の締固め

構造物の隣接箇所や狭い箇所の盛土工について、タンパ・振動ローラ等の小型締固め機械に

より、仕上がり厚を20㎝以下で入念に締固めなければならない。また、樋管等の構造物があ

る場合には、過重な偏土圧のかからないように盛土し、締固めなければならない。

○ 路床盛土
１.１層の仕上り厚

一層の仕上り厚を20㎝以下、狭隘箇所等の締固めも同様

ＰＯＩＮＴ

仕上がり厚は、共通仕様書の定義、まき出し厚と転圧状況は写真管理基準で定義【忘れやすい】

路体盛土は、３０㎝まき出して、２５㎝仕上げで４層で１ｍ

路床盛土は、２５cmまき出しで、２０㎝仕上げで５層で１ｍ

という施工管理が一般的にはわかりやすい。（土質にもよるので、量が多い場合は試験施工で、

転圧回数などを確認してから施工すべき）表層部だけ締固め密度の試験結果があっても、途中経

過がわからなければ、適切に施工管理されたか不明扱いとなる。
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○ 巻出し厚・転圧状況

《関係法令・図書等》写真管理基準（必携 2葉の2 Ⅲ-1頁）

枝 写真管理項目
編 章 節 条 工種 摘 要

番 撮影項目 撮影頻度［時期］ 整理条件

１ ２ ３ ３ 盛土工 巻出し厚 200mに１回 〔巻出し時〕 代表箇所
各１枚

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１回
〔締固め時〕

～（略）～

１ ２ ４ ３ 路体盛土工 巻出し厚 200mに１回 〔巻出し時〕 代表箇所
４ 路床盛土工 各１枚

締固め状況 転圧機械又は地質が変わる毎に１回
〔締固め時〕

～（略）～

コンクリートの品質管理

○ 破壊試験の受注者の立会

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-60・61頁）
１－３－３－２ 工場の選定

４.レディーミクストコンクリートの品質検査

受注者は、レディーミクストコンクリートの品質を確かめるための検査をJIS A 5308（レデ

ィーミクストコンクリート）により実施しなければならない。なお、生産者等に検査のための

試験を代行させる場合は受注者がその試験に臨場しなければならない。また、現場練りコンク

リートについても、これに準ずるものとする。

○ 受入れ検査

《関係法令・図書等》品質管理基準（必携 2葉の2 Ⅱ-3～6頁）
～（「塩化物総量規制」、「単位水量測定」、「スランプ試験」、「空気量測定」参照）～

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-59頁）

第２節 適用すべき諸基準

１.適用規定

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、下記の基準類による。

～（略）～

土木学会 コンクリート標準示方書（施工編） （平成30年３月）

～（略）～

※ 示方書「施工編：検査標準：５章 レディーミクストコンクリートの受入れ検査：

表5.1 コンクリートの受入れ検査」から抜粋

項 目 検査方法 時期・回数 判定基準

フレッシュコンクリ JIS A 1156 の方法 荷卸し時 1回/日以上、構造物の重要度と工 定められた条件
ートの温度 事の規模に応じて20～150㎥ごとに1回、及 に適合すること

び荷卸し時に品質変化が認められた時

○ ひび割れ調査・テストハンマーによる強度推定調査

《関係法令・図書等》品質管理基準（必携 2葉の2 Ⅱ-7･8頁）
～（「ひび割れ調査」、「テストハンマーによる強度推定調査」参照）～
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コンクリートの打設

○ 打設

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-65～67頁）
１－３－６－４ 打設

３.施工計画書

受注者は、１回の打設で完了するような小規模構造物を除いて１回（１日）のコンクリート

打設高さを施工計画書に記載しなければならない。また、受注者は、これを変更する場合には、

施工前に施工計画書の記載内容を変更しなければならない。

12.打設計画書

受注者は、コンクリートの打設作業に際しては、あらかじめ打設計画書を作成し、適切な高

さに設定してこれに基づき、打設作業を行わなければならない。また、受注者は、型枠の高さ

が高い場合には、型枠にコンクリートが付着して硬化するのを防ぐため、型枠に投入口を設け

るか、縦シュートあるいはポンプ配管の吐出口を打込み面近くまで下げてコンクリートを打ち

込まなければならない。この場合、シュート、ポンプ配管、バケット、ホッパー等の吐出口と

打込み面までの高さは1.5ｍ以下とするものとする。

○ 暑中コンクリート

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-77頁）
１－３－９－２ 施工

３.打設時のコンクリート温度

打設時のコンクリート温度は、35℃以下を標準とする。

～（略）～

５.所用時間

コンクリートを練混ぜてから打設終了までの時間は、1.5時間を超えてはならないものとす

る。

６.コールドジョイント

受注者は、コンクリートの打設をコールドジョイントが生じないよう行わなければならない。

○ 寒中コンクリート

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-78頁）
１－３－10－１ 一般事項

２.適用気温

受注者は、日平均気温が４℃以下になることが予想されるときは寒中コンクリートしての施

工を行わなければならない。

○ 締固め

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-68頁）
１－３－６－５ 締固め

３.上層下層一体の締固め

受注者は、コンクリートを２層以上に分けて打設する場合、バイブレーターを下層のコンク

リート中に10㎝程度挿入し、上層と下層が一体となるように入念に締め固めなければならない。
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○ 打継ぎ目処理

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-69頁）
１－３－６－７ 打継目

２.打継目を設ける位置

受注者は、打継目を設ける場合には、せん断力の小さい位置に設け、PC鋼材定着部背面等の常

時引張応力が作用する断面を避け、打継面を部材に圧縮力が作用する方向と直角になるよう施工す

ることを原則とする。

３.打継目を設ける場合の注意

受注者は、やむを得ずせん断力の大きい位置に打継目を設ける場合には、打継目に、ほぞ、または溝

の凹凸によるせん断キーで抵抗する方法や、差し筋等の鉄筋によって打継目を補強する方法等の対策を

講ずることとする。また、これらの対策は、所要の性能を満足することを照査した上で実施する。

４.新コンクリートの打継時の注意

受注者は、硬化したコンクリートに、新コンクリートを打継ぐ場合には、その打込み前に、型枠をしめ

直し、硬化したコンクリートの表面のレイタンス、緩んだ骨材粒、品質の悪いコンクリート、雑物などを

取り除き吸水させなければならない。

また受注者は、構造物の品質を確保するために必要と判断した場合には、旧コンクリートの打継面

を、ワイヤブラシで表面を削るか、チッピング等により粗にして十分吸水させ、セメントペースト、モル

タルあるいは湿潤面用エポキシ樹脂などを塗った後、新コンクリートを打継がなければならない。

ＰＯＩＮＴ

上記が基本、他の打ち継ぎ目処理剤を使用する場合は、監督員の承諾を得て適切な使用量、使

用方法で施工しているかなどを資料として残す。

そもそも、コンクリートの打設計画書を作成しておれば、その中に内包される話。

コンクリートの養生
○ 養生

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-70頁）
１－３－６－９ 養生

１.一般事項

受注者はコンクリートの打込み後の一定期間を、硬化に必要な温度及び湿潤状態に保ち、有害な

作用の影響を受けないように、その部位に応じた適切な方法により養生しなければならない。

○ 脱型時期

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-76頁）
１－３－８－４ 取外し

１.一般事項

受注者は、型枠・支保の取外しの時期及び順序について、設計図書に定められていない場合に

は、構造物と同じような状態で養生した供試体の圧縮強度をもとに、セメントの性質、コンクリートの配

合、構造物の種類とその重要性、部材の種類及び大きさ、部材の受ける荷重、気温、天候、風通し等

を考慮して、取外しの時期及び順序の計画を、施工計画書に記載しなければならない。

２.取外し時期

受注者は、コンクリートがその自重及び施工中に加わる荷重を受けるのに必要な強度に達す

るまで、型枠・支保を取外してはならない。

～（略）～

ＰＯＩＮＴ

通常の構造物の場合は、施工計画書作成段階で、現場でテストピース採取してという話にはなら

ない。コンクリート標準示方書を参考にして作成する。
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《関係法令・図書等》コンクリート標準示方書（施工編）
11章 型枠および支保工

11.8 型枠および支保工の取り外し

(1) 型枠および支保工は、コンクリートがその自重および施工期間中に加わる荷重を受け

るのに必要な強度に達するまで取り外してはならない。

(2) 型枠および支保工の取り外しの時期および順序は、コンクリートの強度、構造物の種類

とその重要度、部材の種類および大きさ、部材の受ける荷重、気温、天候、風通し等を考

慮して、適切に定めなければならない。

(3) 型枠および支保工を取り外した直後の構造物に載荷する場合は、コンクリートの強度、

構造物の種類、作用荷重の種類と大きさ等を考慮して、構造物が有害なひび割れその他の

損傷を受けないようにしなければならない。

解説 表11.8.1 型枠および支保工を取り外してよい時期のコンクリート圧縮強度の参考値

コンクリートの
部材面の種類 例

圧縮強度（N/㎟）

厚い部材の鉛直または鉛直に近い面、傾いた上面、
フーチングの側面 3.5

小さいアーチの外面

薄い部材の鉛直または鉛直に近い面、45°より急な
柱、壁、はりの側面 5.0

傾きの下面、小さいアーチの内面

橋、建物等のスラブおよびはり、45°より緩い傾き スラブ、はりの底面
14.0

の下面 アーチの内面

舗装の施工管理

○ 温度管理

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 3-83～85頁）
３－２－６－７ アスファルト舗装工

４．加熱アスファルト安定処理の規定

（12）受注者は、設計図書に示す場合を除き、加熱アスファルト安定処理混合物を敷均したと

きの混合物の温度は110℃以上、また、1層の仕上がり厚さは10cm以下としなければならな

い。ただし、混合物の種類によって敷均しが困難な場合は監督員と協議の上、混合物の温

度を決定するものとする。

６．交通開放時の舗装表面温度

受注者は、監督員の指示による場合を除き、舗装表面温度が50℃以下になってから交通

開放を行わなければならない。

○ 乳剤

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 3-70頁）
３－２－６－３ アスファルト舗装の材料

５．品質証明資料の提出

（３）プライムコート及びタックコートに使用する瀝青材料

なお、製造後60日を経過した材料は、品質が規格に適合するかどうかを確認するものとす

る。
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○ 施工

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 3-83頁）
３－２－６－７ アスファルト舗装工

４．加熱アスファルト安定処理の規定

（17）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物の継目を締固めて密着させ平坦に仕上げな

ければならない。すでに舗設した端部の締固めが不足している場合や、亀裂が多い場合は、

その部分を切り取ってから隣接部を施工しなければならない。

（18）受注者は、縦継目、横継目及び構造物との接合面に瀝青材料を薄く塗布しなければなら

ない。

（19）受注者は、表層と基層及び加熱アスファルト安定処理層の各層の縦継目の位置を15cm以

上、横継目の位置を１ｍ以上ずらさなければならない。

（20）受注者は、表層と基層及び加熱アスファルト安定処理層の縦継目は、車輪走行位置の直

下からずらして設置しなければならない。

～（略）～

○ アスファルト舗装の厚さの管理

《関係法令・図書等》出来形管理基準（必携 2葉の2 Ⅰ-36・38頁）
～（「アスファルト舗装工（基層工）」、「アスファルト舗装工（表層工）」参照）～

○ 下層路盤の基準高の管理

《関係法令・図書等》出来形管理基準（必携 2葉の2 Ⅰ-28頁）
～（「アスファルト舗装工（下層路盤工）」参照）～

○ 路面切削工、オーバーレイ工の出来形管理

《関係法令・図書等》出来形管理基準（必携 2葉の2 Ⅰ-98頁）
～（「路面切削工」、「オーバーレイ工」参照）～

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 3-107頁）
３－２－６－15 路面切削工

受注者は、路面切削前に縦横断測量を行い、舗設計画図面を作成し、設計図書に関して監督

員の承諾を得なければならない。縦横断測量の間隔は設計図書によるものとし、特に定めてい

ない場合は20ｍ間隔とする。

ＰＯＩＮＴ これは切削前の道路の状況を把握するために測量の実施を求めている。

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 3-107頁）
３－２－６－17 オーバーレイ工

１.施工面の整備

（１）受注者は、施工前に、縦横断測量を行い、舗設計画図面を作成し、設計図書に関して監

督員の承諾を得なければならない。縦横断測量の間隔は設計図書によるものとするが、特

に定めていない場合は20ｍ間隔とする。

ＰＯＩＮＴ 原型復旧を求めているわけではない

～（略）～

★舗装の更新工事の場合、既存の舗装の状況によって、工法や施工範囲が変わることもあるので、

測量結果を整理して、施工承認図を作成し打合せ簿で承諾を得たうえで着手したほうが手戻りが

少ない。
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コンクリート（モルタル）吹付工の施工管理

○ テストピースの採取方法
※ なお、テストピースは現場に配置された型枠に工事で使用するのと同じコンクリート（モ

ルタル）を吹付け、現場で28日養生する。

原則として1回に3本づつ、1週強度と4週強度を測定。

ブロック積工の施工管理

～（略）～



- 24 -

その他の品質管理

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 2-1頁）
第２節 工事材料の品質

１.一般事項

受注者は、工事に使用した材料の品質を証明する、試験成績表、性能試験結果、ミルシート

等の品質規格証明書を受注者の責任において整備、保管し、監督員または検査職員の請求があ

った場合は速やかに提示しなければならない。ただし、設計図書で品質規格証明書等の提出を

定められているものについては、監督員へ提出しなければならない。

なお、ＪＩＳ規格品のうちＪＩＳマーク表示が認証されＪＩＳマーク表示がされている材料

・製品等（以下、「ＪＩＳマーク表示品」という）については、ＪＩＳマーク表示状態を示す

写真等確認資料の提示に替えることができる。

２.中等の品質

契約書第13条第１項に規定する「中等の品質」とは、ＪＩＳ規格に適合したものまたは、こ

れと同等以上の品質を有するものをいう。

３.試験を行う工事材料

受注者は、設計図書において試験を行うこととしている工事材料について、ＪＩＳまたは設

計図書に定める方法により、試験を実施しその結果を監督員に提出しなければならない。

なお、ＪＩＳマーク表示品については試験を省略できる。

４.見本・品質証明資料

受注者は、設計図書において監督員の試験もしくは確認及び承諾を受けて使用することを指

定された工事材料について、見本または品質を証明する資料を工事材料を使用するまでに監督

員に提出し、確認を受けなければならない。

なお、ＪＩＳマーク表示品については、ＪＩＳマーク表示状態の確認とし見本または品質を

証明する資料の提出は省略できる。

～（略）～

＜基本事項＞ 監督員評定 別紙４⑤（1）から抜粋

① 品質とは、設計図書に示された工事目的物の規格である。

② 品質管理とは、「土木工事施工管理基準」の試験項目、試験基準及び規格値に基づく全ての

段階における品質確保のための管理体系である。なお、当該管理基準によりがたい場合等に

ついては、監督員と協議の上で品質管理を行うものである。
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足場の撤去
足場撤去工が含まれている工事の場合は、足場を残した状態で中間検査を受け、足場 撤去

後に完成検査を受けることを原則とする。

検査体制について

《関係法令・図書等》和歌山県工事検査規程
(工事検査及び現地調査の立会人)

第8条 県工事に関する工事検査の実施に当たっては、次に掲げる者の立会いの下に行うものとす

る。

(1) 監督員

(2) 受注者又は現場代理人

(3) 監理技術者又は主任技術者

工事完成検査についての注意点！ ～検査を円滑に行うために～
２．検査の実施について

２）検査の受注者側の立会について

① 検査の立会は、主任（監理）技術者及び現場代理人（または受注者）となっています。

※ 現場代理人は工事実施中の受注者の代理であるという性質上、検査時の受注者側の立会者は、

現場代理人ではなく受注者自らの立会でも差し支えありませんが、事前に誰が立ち会うのか

について監督員に連絡するのはマナーです。

② 検査では、基本的に主任（監理）技術者が全ての事項を説明できることが必要です。
※ 検査は、主任（監理）技術者の「実質的な関与」が十分行われたかどうかを確認す

る場でもあることから、主任（監理）技術者は、検査員の質問に対して明快に回答す

るとともに、積極的に説明する姿勢が求められます。

※ 主任（監理）技術者が、検査員にどのような施工管理を行ったかを説明するととも

に、どのような工夫を行ったかをアピールする機会でもあります。

③ 下請の技術者の立会・説明は不要です。
※ 下請の技術者の立会等を特に必要とする場合は、事前に監督員にその旨を伝え、了

解を得ておいて下さい。

《関係法令・図書等》共通仕様書（必携 2葉の1 1-8頁）
１－１－１－10 施工体制台帳

３.名札等の着用

～（略）～

現場代理人、主任（監理）技術者においては、現場での責任者の明確化を図

るため、腕章を着用すること。また、工事完成検査への臨場に当たっても腕章を

着用すること。



当講習に対するご意見等

本日はご清聴ありがとうございました。

当講習では、日々の工事検査における指示事項等を分析整理し、皆様方にその

内容をお伝えすることで、公共工事の品質の向上に努めているところです。

今回も、Web オンライン研修で実施いたしましたが、来年度に向けて参考とす
るため、当講習内容に対するご要望、ご提案等がございましたら、各建設部担当

課を通じてご意見を頂けたら幸いです。

和歌山県 県土整備部県土整備政策局 検査・技術支援課 担当


